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認知機能の低下とその経済活動への影響 

慶應義塾大学経済学部教授 駒村康平 

１．問題意識－認知機能の低下とその社会経済活動への影響について 

 人は誰でも加齢とともに認知機能1の低下は避けがたい。認知機能の低下は、要介護

の発生率を高めるとともに、社会経済活動にも様々な影響を与える。厚生労働省の推

計によると軽度認知障害と認知症患者の合計は、1000 万人を超え、今後も増加を続け

ると見込まれる。2024 年 9 月に閣議決定された高齢社会対策大綱では、こうした認知

機能の低下のために社会的な取り組みの必要性が指摘されている。 

本調査では問３で認知機能の状況に関する簡易な調査を行っている2。本論では、こ

の問３の回答について、該当する数が多いほど、認知機能低下を示している変数とし

て扱い、認知機能の低下の要因、低下のもたらす影響、その対策について検討する。 

２．分析に使用した変数 

（１）認知機能の状況

 問３（イ）「いつも同じ事を聞く」（はい、10.9％）、（ロ）「電話をかけることをして

いる」（いいえ、16.7％）、（ハ）「日にちがわからない」（はい、17.0％）は、認知機能

の低下の傾向を示している。イロハの該当数から認知機能の低下尺度（0 から 3 の 4

段階）を計算した3。 

表１（認知機能の相関性）はイロハの状態の相関係数を見たものであり、「イとハ」、

「イとロ」、「ハとロ」の順番で正の相関が強いことが確認できる。 

1 認知機能は、情報を認識・理解して、⾏動を遂⾏するための脳であり、記憶⼒や注
意⼒、判断⼒、遂⾏⼒を意味している。
2 チェック項⽬は、平成 27 年 厚⽣労働省基本チェックリスト、認知症項⽬ 18〜20
を使⽤した。厚⽣労働省基本チェックリストは 25 項⽬となっており、得点が⾼いほ
ど認識機能や社会⽣活に⽀障がでる可能性があるとしている。イ）、ハ）は認知機能
の低下を、ロ）は⽣活機能低下を反映しているとされる。東京都福祉保健局
（2014）参照
3 ただし、回答者は本アンケートに対して、郵便もしくはネットで回答できているこ
とから、回答者の認知機能の低下の程度は、⾃⾝の認知機能の低下を把握できなく
なるレベルの中度、重度の認知症を⽰しているわけではなく、主観的認知機能低
下、軽度認知障害から初期の認知症あたりに相当し、⾃⾝の認知機能の低下を把握
できるレベル認知機能低下を⽰しているものと解釈し、それぞれの回答に⼤きな影
響を与えているものではないとした。他⽅で、認知機能が低下した⼈からの回答が
⾏われていないという回収時のバイアスの存在は否定できない。
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つぎに該当数別に見たのは表２であり三つとも該当する人（できない人）は回答者

の 3.3％存在している。 

表１ 認知機能の相関性 

 

（２）認知機能の低下と関係がある変数 

１）年齢・健康状態との関係 

年齢、健康状態（主観的）と認知機能については、認知機能低下のスコアが高いほ

ど平均年齢が高い（表２認知機能と平均年齢）。 

そこで認知機能の低下と年齢の相関係数は 0.279（1％水準で有意）となった。これ

は高齢者ほど軽度認知障害、認知症の有病率が高くなる先行研究と整合的である。次

に健康状態（問 2）との関係であるが、認知機能が低下するほど、健康状態が「良い」

という回答は減少し、「悪い」という回答が増加することが確認できる（図１認知機能

と健康）。 

表２ 認知機能と平均年齢        図１ 認知機能と健康 

    

 

２）社会活動と認知機能の関係 

 問 4 で、就労・就業ほか様々な社会活動の状況について質問している。認知機能は

社会活動と密接に関係があることが確認されているが、図２で見ると、認知機能が低

下すると就業率が下がっていることが確認できる。ただし、これは、①社会活動への

参加が少ないと認知機能が低下する、②認知機能が低下すると社会活動ができなくな

る、という点で双方向の可能性もある点は留意する必要がある。また就業も含めて社

Ｑ３（イ）※１ Ｑ３（ロ）※２ Ｑ３（ハ）※３

Ｑ３（イ）※１ 1 .253** .323**
Ｑ３（ロ）※２ .253** 1 .193**
Ｑ３（ハ）※３ .323** .193** 1
※１ Ｑ３（イ）周りの⼈から｢いつも同じ事を聞く｣などの物忘れがあると⾔われますか
※２ Ｑ３（ロ）⾃分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか
※３ Ｑ３（ハ）今⽇が何⽉何⽇かわからない時がありますか

認知機能の低下 平均年齢
.00 72.0
1.00 73.5
2.00 77.5
3.00 84.0
合計 73.1
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会活動をしていないという回答は認知機能の低下とともに増加することも確認でき

る（図３認知機能と社会活動なし）。 

図２ 認知機能と非就業       図３ 認知機能と社会活動なし 

 

 

３．認知機能の低下に関する分析 

（１）認知機能の低下に関する重回帰分析の結果 

認知機能の低下に年齢、性別、健康状態、社会との関係が与える影響について重回

帰分析を行った（表３認知機能重回帰）。 

表３ 認知機能重回帰 

 

その結果、年齢、健康状態（良くない）、社会活動（参加していない）はいずれも有

意に認知機能の低下と関係していることが確認できた。他方、性別（男性ダミー）に

ついては、有意な影響は確認できなかった。一般的には女性のほうが認知症のリスク

は高いとされているが、前述したように本調査では、軽度の認知機能低下を把握した

ものとされ、この段階では、男女の差は見られないという先行研究の結果と整合的で

ある。 

（２）認知機能、社会活動と幸福度との関係 

 問 1 で、「どの程度生きがいを感じているか」という問いがある。これを幸福度と

みなし、認知機能の低下、社会活動をしていないという回答との関係を分析した（図

４認知機能と幸福度）。認知機能の低下ともに幸福度が低下していくことが確認でき

る。また社会活動と幸福度の関係（図５幸福度と社会活動）を見ると幸福度の高い人

ほど社会活動をしている割合が高い。他方、幸福度が低い人は、社会活動をしていな

いことが確認できる。この結果、社会活動の有無を社会との関係すなわち「孤独・孤

B 標準誤差 ベータ t 値 有意確率
(定数) -1.114 0.143 -7.815 0.000
男性ダミー 0.049 0.031 0.032 1.582 0.114
年齢 0.020 0.002 0.214 9.892 0.000
社会活動なし 0.234 0.035 0.149 6.776 0.000
不健康 0.496 0.064 0.159 7.722 0.000



166 
  

立」を示したものと解釈すると、孤独・孤立は認知機能の低下と関係性があり、同時

に幸福度も下げているという可能性が示唆される。 

 

図４ 認知機能と幸福度         図５ 幸福度と社会活動 

  

 

（３）認知機能と経済状況の関係 

１）認知機能の状況と金融資産、所得の関係 

表４（認知機能と経済状況）は、認知機能低下と収入（月、年収、問 19）、現在の

生活費（問２０）、無理なく生活するために必要な生活費（問２１）、両者の差分（問

21－問 20）4、取り崩し額（問 24）、金融資産（問 30）、必要な金融資産額（問 31）の

平均値を比較したものであり、認知機能の低下とともに一部を除き減少する傾向にあ

る。そこで、１）収入（表４－１）、２）生活費（表４－２）、３）無理ない生活費（表

４－３）、４）１）と２）の差分（以下、差分）（表４－４）、５）取り崩し額（表４－

５）、６）金融資産（表４－６）5を被説明変数にして、主要説明変数を男性ダミー、

持ち家、世帯人数、年齢、認知機能等で重回帰分析を行った結果、１）生活費、３）

差分、５）金融資産、６）収入（対数）について、認知機能の低下が有意にマイナス

の影響を与えていることが確認できた（表４－１から６、経済状況の重回帰分析）6。 

表４ 認知機能と経済状況 

 

                                                       
4 差分がマイナスの回答は対象から外した。 
5 いずれも対数。 
6 東京都福祉保健局（2014）においても、認知機能の低下が⾒られる⾼齢者に低所
得者が多いことが確認されている。 

認知機能
収⼊（⽉
額、円）

収⼊（年
額、万円）

取り崩し（⽉
額、円）

⾦融資産
（万円）

必要な⾦融資
産（万円）

⼀⽉の⽣活費
（万円）

無理しない⽣
活費（万円）

差分（万円）（マ
イナスの除く）

.00 242,316     326            65,619         1,396       2,012             19.4 23.0 4.7

1.00 201,416     267            54,664         1,204       1,709             17.9 21.3 4.5

2.00 159,444     297            46,205         816          1,342             16.2 21.0 5.4

3.00 148,919     180            45,600         865          1,437             13.7 17.6 5.1
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表４-１ 収入 

 

 

表４-２ 生活費 

 

 

表４-３ 無理ない生活費 

 

 

表４-４ 収入と生活費の差分 

 

  

標準化係数
B 標準誤差 ベータ

(定数) 7.048 0.189 37.347 <.001
世帯⼈数 0.018 0.016 0.03 1.074 0.283
持ち家ダミー 0.233 0.053 0.125 4.374 <.001
男性ダミー 0.32 0.04 0.222 8.088 <.001
認知症合計 -0.079 0.028 -0.08 -2.817 0.005
年齢 -0.025 0.003 -0.275 -9.735 <.001

⾮標準化係数
t 値 有意確率

標準化係数
B 標準誤差 ベータ

(定数) 2.354 0.151 15.586 0.000
⾦融資産額の対数 0.125 0.010 0.319 12.453 0.000
世帯⼈数 0.023 0.011 0.051 2.000 0.046
持ち家ダミー 0.132 0.041 0.085 3.261 0.001
認知症合計 -0.062 0.020 -0.081 -3.095 0.002
年齢 -0.006 0.002 -0.083 -3.172 0.002

⾮標準化係数
t 値 有意確率

標準化係数
B 標準誤差 ベータ

(定数) 2.863 0.139 20.653 0.000
⾦融資産額の対数 0.078 0.009 0.225 8.533 0.000
世帯⼈数 0.025 0.010 0.063 2.392 0.017
持ち家ダミー 0.175 0.037 0.126 4.707 0.000
認知症合計 -0.020 0.018 -0.030 -1.109 0.268
年齢 -0.006 0.002 -0.105 -3.895 0.000

⾮標準化係数
t 値 有意確率

標準化係数
B 標準誤差 ベータ

(定数) 2.048 0.232 8.834 0.000
⾦融資産額の対数 0.021 0.015 0.045 1.367 0.172
世帯⼈数 0.065 0.018 0.120 3.685 0.000
持ち家ダミー 0.135 0.063 0.071 2.148 0.032
認知症合計 0.073 0.030 0.080 2.393 0.017
年齢 -0.011 0.003 -0.131 -3.929 0.000

⾮標準化係数
t 値 有意確率
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表４－５ 取り崩し額 

 

 

表４-６ 金融資産 

 

 

２）認知機能の低下と決済手段との関係 

 認知機能の低下は、日々の経済活動の決済手段にどのような影響を与えるのか、認

知機能の低下とネットショッピング（F6）、決済手段（F7）関係を見たのが（図６認知

機能と使わない決済手段）である。ネットショッピングは「全く利用しない」、クレジ

ットカード、バーコード決済、電子マネーは「使用しない」という回答の割合は、認

知機能の低下とともに増加する傾向がある。 

図６ 認知機能と使わない決済手段 

 

標準化係数
B 標準誤差 ベータ

(定数) 10.932 0.642 17.021 <.001
⾦融資産額の対数 0.132 0.029 0.218 4.589 <.001
世帯⼈数 0.023 0.037 0.028 0.61 0.542
持ち家ダミー 0.198 0.114 0.082 1.74 0.083
認知症合計 -0.011 0.057 -0.009 -0.184 0.854
年齢 -0.014 0.006 -0.118 -2.45 0.015
年収の対数 -0.075 0.072 -0.051 -1.046 0.296

t 値 有意確率
⾮標準化係数

標準化係数
B 標準誤差 ベータ

(定数) 6.974 0.358 19.491 <.001
世帯⼈数 -0.005 0.03 -0.004 -0.166 0.868
持ち家ダミー 0.77 0.105 0.193 7.301 <.001
男性ダミー 0.126 0.075 0.043 1.677 0.094
認知症合計 -0.161 0.053 -0.082 -3.049 0.002
年齢 -0.012 0.005 -0.065 -2.422 0.016

t 値
⾮標準化係数

有意確率
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 この選択について、順序ロジット分析を行った（表５順序ロジット）7。説明変数は、

年収（対数）、金融資産（対数）、認知機能の低下、男性ダミー、年齢とした。 

分析結果は、ネットショッピングについては、年収、金融資産がプラスで有意であ

るが、認知機能の低下と年齢は有意な影響が確認できなかった。クレジットカード（以

下、クレカ）については、金融資産がプラスに、認知機能の低下、年齢がマイナスに

有意の影響を与えていた。電子マネーは認知機能の低下、男性、年齢がマイナスに影

響を与えていた。バーコード決済については、金融資産がプラスに、年齢がマイナス

に影響を与えていた。バーコード決済はスマートフォンがないとできないが、スマー

トフォンの保有率は年齢別に大きな差があるため、年齢の影響大きく出ていると考え

る8。 

クレカ、電子マネーにおいては、認知機能の低下は有意に利用率を下げているが、

ネットショッピングでは認知機能の低下は有意な影響を与えていない。ただし、調査

設計上、郵便回答者とネット回答者が混在しているため、両者を分けて分析した。こ

の結果、郵便回答者では、年齢がマイナスの影響を与えているが、認知機能は有意な

影響を与えていなかった。一方、ネットでの回答者では年齢は有意でなくなる一方で、

認知機能は有意にマイナスの影響があった。ネットショッピングは、本人確認が複雑

な場合もあり、認知機能の低下している人にとっては、対応できない可能性が推測さ

れる。他方、クレカについても、使用時に暗証番号を求められこともあるため、認知

機能の低下の影響を受けやすいと考えられる。 

  

                                                       
7 クレジットカードについては、「全く利⽤しない」から「週１回以上」、クレジット
カード、バーコード決済、電⼦マネーについては、「使わない」から「よく使う」と
いうように選択肢について、頻度が低い順からに変換している。 
8 総務省令和 3 年情報通信⽩書によると、スマートフォンやタブレットの利⽤状況
については、年齢が上がるにつれて利⽤率は低下し、60〜69 歳では 73.4％、70 歳
以上はわずか 40.8％にとどまるとしている。
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/html/nd111430.html 
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表５ 決済手段順序ロジット 

 

 

（４）認知機能の低下に対する対応状況について 

認知機能の低下に対する不安は問２８、その対応については問２９が調査している。 

１）認知機能の低下に対する不安なことについて 

 問２８では、今後の生活における経済的な不安について質問している。「認知機能

の低下等によって財産の適正な管理ができなくなること」の不安については、認知機

能の低下している人ほど、この不安を強く感じている（図７財産の管理ができなくな

ること）。 

２）認知機能の対策 

問２９では、老後の備えを聞いているが、認知機能の低下している人ほど、資産形

成（貯蓄・投資）などを選択する割合は減少する。この一方で、「財産管理に関する備

え」を回答する割合は、認知機能の低下とともに増加することが確認できる（図８老

後の備え）。 

図７ 財産の管理ができなくなること      図８ 老後の備え 

   

B 標準誤差 Wald 有意確率 B 標準誤差 Wald 有意確率 B 標準誤差 Wald 有意確率
年収（対数） 0.391 0.117 11.120 0.001 0.366 0.127 8.314 0.004 0.633 0.320 3.907 0.048
⾦融資産額（対数） 0.229 0.052 19.784 0.000 0.175 0.054 10.293 0.001 0.242 0.177 1.869 0.172
認知症合計 -0.032 0.105 0.094 0.759 0.025 0.112 0.050 0.823 -0.614 0.296 4.306 0.038
男性ダミー -0.096 0.010 90.346 0.000 -0.126 0.148 0.728 0.394 0.687 0.487 1.988 0.159
年齢 0.047 0.139 0.113 0.737 -0.094 0.011 75.549 0.000 -0.048 0.029 2.810 0.094
Cox と Snell 0.216 0.216 0.280
Nagelkerke 0.229 0.229 0.298
McFadden 0.085 0.085 0.118
サンプルサイズ 2,118      1,897      291        

B 標準誤差 Wald 有意確率 B 標準誤差 Wald 有意確率 B 標準誤差 Wald 有意確率
年収（対数） 0.230 0.118 3.800 0.051 0.223 0.125 3.168 0.075 0.200 0.130 2.373 0.123
⾦融資産額（対数） 0.248 0.051 23.413 0.000 0.060 0.055 1.216 0.270 0.134 0.059 5.095 0.024
認知症合計 -0.302 0.103 8.554 0.003 -0.311 0.124 6.284 0.012 -0.224 0.133 2.854 0.091
男性ダミー -0.106 0.141 0.569 0.451 -0.561 0.154 13.216 <.001 -0.198 0.163 1.475 0.225
年齢 -0.074 0.010 59.932 0.000 -0.084 0.011 56.961 <.001 -0.099 0.012 63.769 0.000
Cox と Snell 0.179 0.155 0.157
Nagelkerke 0.193 0.171 0.177
McFadden 0.076 0.071 0.078
サンプルサイズ 2,212          2,041      2,032      

クレジットカード 電⼦マネー バーコード、ＱＲコード決済

ネットショッピング ネットショッピング（郵便のみ） ネットショッピング（ネットのみ）
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３）将来の資産の使い方 

問３４の将来の財産の使い方であるが、認知機能の低下とともに財産を「自分のた

めに使う」という回答は減少する（図９自分のために使う）。他方で、認知機能の低下

とともに「残す財産はない」という回答も増える（図１０残す財産はない）。 

図９ 自分のために使う        図１０ 残す財産はない 

  

４）資産の管理 

問３５では「認知機能の低下などで財産の管理に不安が生じた場合」への対応を聞

いているが、認知機能が低下するほど「子・親族」などに委ねる割合が上昇する。他

方で、認知機能が低い人のなかでも、成年後見や社会福祉協議会という回答はほとん

どない（図１１認知機能の低下により誰に財産を委ねるか）。 

図１１ 認知機能の低下により誰に財産を委ねるか 

 

 

４．まとめと考察 

 以上、認知機能の低下の原因、その低下が経済活動に与える影響及びそれに対する

対応について分析を行った。高齢者が経済行動を行う場合、予算制約（収入、資産）

だけではなく、認知機能の影響を受けることになると想定したが、分析の結果、認知

機能は社会経済活動に一定の影響が発生していることが確認できた。1）貯蓄や資産
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運用などライフサイクル的な性格のある経済活動は、年齢の影響がでること、同時に

２）認知機能の低下には、年齢の影響が大きいこと9、３）認知機能と社会活動の因果

関係が逆の可能性もあるため、より掘り下げた分析が必要であるため、認知機能の低

下と社会経済活動に関する縦断調査が必要になる。 

今後、認知機能の低下が進む 75 歳以上人口が増加することが予測される。認知機

能の低下が経済活動に与える影響が大きくなるため、その対応が急がれる。例えば、

決済手段のデジタル化が急速に普及しており、今後、デジタル技術に慣れた高齢世代

が増えるため、対応が可能な高齢者も増加すると想定される。一方で、認知機能の低

下にともないデジタル技術への対応力が低下する高齢者、つまり次第に加齢にともな

い認知機能の低下が進むためデジタルツールの操作能力が低下する高齢者も増える

点に留意が必要である。認知機能の低下した高齢者が社会経済活動から取り残されな

いように、デジタル技術のユーザーインターフェースについては、認知機能が低下し

た高齢者でも使えように改善する必要がある10。 

またネットショッピングにおいては、ダークパターンなどによる消費者問題も増加

傾向にあり、認知機能の低下といった脆弱性の問題に対応できるように消費者保護政

策の見直しも重要になる11。 
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9 重回帰分析で、年齢と認知機能が多重共線性の問題が発⽣する可能性もある。ＶＩ
Ｆで⾒る限り、許容度を超える共線性は確認できなかった。 
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度数 最⼩値 最⼤値 平均値 標準偏差
年齢 2188 60 99 73.12569 8.306553
認知症合計 2128 0 3 0.454417 0.758459
世帯⼈数 2188 1 10 2.239945 1.272449
年収（対数） 1163 2.197225 9.047821 5.604021 0.735223
⾦融資産額（対数） 1468 0 10.81978 6.767494 1.44987
男性ダミー 2187 0 1 0.499314 0.500114
健康状態 2154 1 5 3.297586 1.168213
持ち家ダミー 2188 0 1 0.817185 0.386603




